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業務説明資料 

  

本説明書に記載した内容には、現在検討中のものも含まれるため、本プロポーザルのみの設定条件と

し、将来の業務実施の条件となるものではありません。 

 

１ 件名 

  横浜ＩＲ（統合型リゾート）に関する法務支援業務委託 

 

２ 履行期限 

契約締結日から令和２年３月 31 日まで 

 

３ 業務の目的 

  横浜市では、平成 26年度から特定複合観光施設等の基礎的な調査を開始し、平成 30年７月の特定

複合観光施設区域整備法（以下、「ＩＲ整備法」という。）の成立後は、ＩＲ整備法の整理・分析や本

市におけるＩＲの事業性などの調査、検討等を行ってきました。 

このたび、これまでの調査結果や国の動向などを踏まえ、本市でのＩＲの実現に向けて、本格的な

検討、準備を進めることとし、本業務では、今後予定する実施方針の公表や事業者公募に向けて、契

約スキームや契約条件の検討など、法務面での専門知識を活かした業務支援を行うものです。 

   

４ 業務概要 

  実施方針の公表、事業者公募に係る次の業務とします。（詳細は別紙参照のこと。） 

(1)  応募条件・事業枠組等に係る法務面の検討・整理 

(2)  契約条件の検討 

(3) 公募プロセス等に係る法務面の検討 

(4) 実施方針の作成・公表の法務支援 

(5) ＲＦＰ実施に係る法務支援 

(6) モニタリング計画及び事業評価計画の策定に係る法務支援 

 

５ 成果品 

(1)  報告書冊子 ５部 

(2) 報告書の電子データ（記録媒体（CD-R）に記録したもの） １枚 

(3) その他、調査・検討過程の資料で委託者が必要と認めるもの 

 

６ 概算額 

  概算業務価格は、40,000千円（税込）を限度とします。 
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７ 業務実施上の条件 

(1) 本業務は、国におけるＩＲ整備法の関連政省令・基本方針等の制定・公表時期やその内容、横浜

市の議会及び政策決定の状況、その他予期せぬ状況等によって、契約期間及び業務工程等を変更（延

長又は短縮）する可能性があります。また、それに伴い、委託料の金額や支払時期等を変更する可

能性があります。 

応募者は、これを踏まえて本業務の企画提案を行うものとします。 

委託者は、これに伴う補償は一切行いません。 

(2)  業務実施にあたっては、円滑な業務の遂行・進捗が図られるよう委託者と連携を密にするととも

に、契約期間及び業務工程等に変更（延長又は短縮）の必要が生じた場合は、委託者の求めに応じ

柔軟に対応するものとします。 

委託者はこれに伴う補償は一切行いません。 

 

８ 留意事項 

(1) 本業務に係る委託者との打合せ 

主に、市が別途契約する「横浜ＩＲ（統合型リゾート）に関するアドバイザリー業務委託」にお

いて定期的（目安として月３回以上）に開催される打合せに出席することを想定しています。 

(2)  担当チームの構成員の変更 

   構成員の追加、離脱その他の変更を行う場合は、事前に本市と協議を行い、本市の書面による承

認を得るものとします。 

 

９ 個人情報の保護に関する特記事項 

(1)  受託者がこの契約に基づき個人情報を取り扱う事務を行う場合には、その取扱いについて横浜市

個人情報の保護に関する条例に基づく「個人情報取扱特記事項」を遵守するものとします。 

(2)  受託者は、この契約に基づき個人情報を取り扱う事務を行う場合には、速やかに「個人情報取扱

特記事項」第 12条による研修を実施し、個人情報保護に関する誓約書及び研修実施報告書を提出す

るものとします。 

 

10 電子計算機処理等の契約に関する特記事項 

受託者は、この契約に基づき電子計算機処理等の事務を行う場合には、その遂行にあたって、「電

子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項」を遵守するものとします。 

 

11 その他 

 本業務説明資料に記載のない事項については、横浜市契約規則や別添委託契約約款によるものとし

ます。ただし、本業務説明資料と別添委託契約約款の記載に齟齬がある場合は、本業務説明資料の記

載を優先するものとします。また、疑義が生じた場合は横浜市と協議の上、委託者と受託者の間で協

議するものとします。 



１ 応募条件・事業枠組等に係る法務面の検討・整理　[別途市が契約するアドバイザリー業務委託（監査法人を予定）との連携による対応]
(1) 応募者の枠組条件（出資比率制限・構成員変更等）の検討・分析
(2) 応募者に求める資格・実績条件の検討・分析
(3) 資金調達条件の検討
(4) 事業リスクの検討・分析（リスクマネジメント手法、リスク回避・紛争防止方法等の検討等）
(5) 履行担保方策（契約、保証金、違約金、損害賠償、保険付保、親会社の保証等）の検討・構築

２ 契約条件の検討　[本委託が中心]
(1) 海外IR関連契約規定、関連法令等の収集・分析（日本語翻訳含む）
(2) 契約スキームの検討・整理
(3) 実施協定・各種契約書の基本構成の検討・整理
(4) 実施協定の規定内容等の検討
(5) 土地契約条件の検討
(6) その他契約条件等の検討（公募時の秘密保持契約、金融機関との直接協定の締結の要否及びその内容等の検討等）
(7) 各種契約の締結プロセスの検討・構築
(8) 各種契約書の原案作成

３ 公募プロセス等に係る法務面の検討　[別途市が契約するアドバイザリー業務委託（監査法人を予定）との連携による対応]
(1) 公募ステップ、選定プロセスの検討・整理
(2) 選定体制のあり方の検討・整理
(3) 自治体による適格性審査のあり方の検討・整理
(4) 審査基準・評価方法等の検討・整理

４ 実施方針の作成・公表の法務支援　[別途市が契約するアドバイザリー業務委託（監査法人を予定）との連携による対応]
(1) 実施方針の検討・作成
(2) 実施方針等の公表（民間事業者からの意見徴取等含む）に係る支援

５ RFP実施に係る法務支援　[別途市が契約するアドバイザリー業務委託（監査法人を予定）との連携による対応]
(1) 公募資料（募集要項、事業条件書、審査基準書、その他必要書類等）のレビュー

6 モニタリング計画及び事業評価計画の策定に係る法務支援  [別途市が契約するアドバイザリー業務委託（監査法人を予定）との連携による対応]
(1) モニタリング・事業評価のあり方の検討
(2) 事業監督の方針案及びモニタリング計画書案の作成（公募提示用等）
(3) 事業評価計画案（評価指標・基準、手順書等）の作成（公募提示用等）

実施方針の公表・事業者公募に係る準備等

【別紙】　横浜IR（統合型リゾート）に関する法務支援業務委託　業務項目
業務項目
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